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＜論文の内容の要旨＞ 
本論文では、頼れる家族のいない 2 人の筋萎縮性側索硬化症（ALS）患者の支援を通し、
住空間を中心として重度身体障害者に対する効果的な在宅生活支援のあり方が検討された。
病院や福祉施設は、頻度が高い医療的ケアや、きめ細やかな介助を要することから、受け
入れに消極的で長期療養が可能な施設も少ない。現在、在宅生活を送る ALS 患者数は約 7
割とされる。こうした状況下、単身の ALS 患者の地域生活は非常に困難であり、極めて少
ない。その生活に関わる研究は医療･福祉分野で少なく、建築分野においてはほぼ存在しな
い。 
 第１章では、障害者の居住政策を概観した。その施策は施設福祉を中心に進められた。
ただ障害者が地域生活を望むようになると、いくらか環境が整い始めるようになった。し
かし進行性の難病についてはほとんど考慮されていないことを示した。 
 第 2 章から第 3 章では、K を建築的な面から支援した事例をまとめた。50 歳代の男性 K
は全介助・医療的ケアを必要とし、病院を 3 ヶ月ごとに転々とする生活を送っていたが、
独居生活の可能性を示され望むようになった。仮住まいで在宅生活を経験し、本住まいに
移行した。第 2 章では、K の支援の前に実施した独居 ALS 患者の３名の住生活実態調査結
果をまとめた。見守り介助の容易さや、将来的に増加する医療・福祉機器への対応、本人
がものの管理をしやすい空間作り、患者・介助者のプライバシーへの配慮などが必要なこ
とを示した。第３章では、上の調査を受けて行なった Kの住空間整備を、ヒアリングと 24
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時間のタイムスタディ調査から評価した。仮住まいで介助者は各部屋の間を 400 回近く移
動していることが確認でき、本住まいでは動線を短縮し、見守り介助を容易にするように
配慮した。また療養室・待機室間に建具を設けるなどの対応を行い、プライバシー確保に
一定の成果があったことを確認した。 
 第４章では、やはり家族の支援がない 60 歳代の男性 Sの支援を通し、Sと介助者等への
ヒアリング調査と住居の実測調査から、その住居・居住について検討した。転居に伴う住
居探しについても大きく扱い、支援者の活動を詳細に記録した。Sも介助者が 24 時間体制
でつくようになり、医療的管理・介護派遣事業所確保の必要から転居した。その支援活動
を通して、重度障害者は今なお不動産業者や家主から忌避されやすいこと、障害者対象の
補助制度があっても身体が動かない本人への制度的支援がなく手続きが困難なこと、進行
性の病気は将来的な生活のイメージがしづらく住居探しが困難であることなどを示した。
転居後まもなく S は気管切開手術を行なった。吸引介助や意思伝達用透明文字盤の使用な
ど生活の仕方が変わったが、いつ息が止まるかわからない緊張状態からは解放され、手術
後の方が安定した状態となり互いに物理的・心理的距離を調整して暮らしやすい側面があ
ることなどを記述した。 
 第５章では、他人の介助者と暮らさなければならない障害者の生活をどのように形づく
ればよいかを、家族と住む他の事例に触れながら検討した。進行性の病気では、その時々
で適切な空間は変わりうる。住宅改修費用の補助制度があっても工事の対象や回数は制限
されており、進行性の病には有効ではない。その時々のニーズに応じて住空間の支援が柔
軟に行なえる制度の整備が求められる。独居生活では当人と介助者の間に調整役を担える
家族がおらず、当人と介助者の関係はデリケートな状態にある。調整役の不在を補う手段
として空間の工夫は重要な意味をもつ。建築の専門家も問題の所在を把握しておくべきこ
とを述べた。 
 
＜論文審査の結果の要旨＞ 
申請者は、京都工芸繊維大学大学院の修士課程在学時、本論文の第２・３章で描かれる
K の住宅改築に関わることになり、その時に本研究科の教員・大学院生に関係し、調査に
も加わった。本研究科に３年次入学してからも、支援に関わりながら、共同研究を続けた。
とくに建築学を専攻し、建築士の資格を有する申請者は、居住のあり方と居住する空間と
しての住居に関心をもち、調査を続けてきた。今後は障害者・高齢者の住みやすい住居の
新築・改造の仕事を職業としていくことになる。 
 近年、ようやく福祉施設等の設計にも関心がもたれるようになり、様々な実践・研究が
なされている。住宅改造・福祉機器に関わる研究・開発も進められている。申請者の研究
もその一部をなすものとも言える。ただ、申請者が出会ったのは、個人宅に、そして（多
くコミュニケーションの困難な）本人のごく近くに、他人である介助者が常時滞在すると
いう空間であった。それは特殊でもあるが、これから多くの人がその度合いは様々であれ、
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遭遇することになる状況でもあり、けれども研究はなされていない状況でもある。 
しかも、そこでは、たんに居住者の独立性の確保が望ましいといった理念――もちろん
それはまちがってはいない――から空間設計していけばそれですむものでもない。できる
だけ近くに人が常時いてほしい人・状況もあり、そしてそれは、状態が変わればまた変わ
りもする。本論文が明らかにしたのは、人によって、時期・状況によって、その人にとっ
て好ましい空間のあり方、距離のとり方は異なるし、また変化するということである。 
 そのことは書かれればなるほどとわかるが、詳細に書かれたことはない。それは申請者
が長い期間継続的に関わってきたことによって、具体的に説得的に初めて示された。とく
に K の事例は、いくつかの偶然とも言える条件が重なって実現されたものであり、ジャー
ナリズムに取り上げられたり、グッドデザイン賞を受賞することになったりしたのだが、
その過程を追った詳細な記録は本論文がなければ、残されることのなかったものである。 
 そしてこうした事態に対応するためには、継続的な関係を維持できる人・仕組みが必要
であることが示された。むろんそれをすべての建築家に求めることはできない。しかし、
すくなくとも本論文に示された知見が共有されるべきこと、また仕事として継続的に支援
に関わる人が誰かいることが必要であることは示された。 
 この研究のように、特定の人を対象とし、しかも支援者として関わりながら調査・研究
をし、それを発表することには研究倫理上の問題が当然存在する。その点に対する対応・
配慮についても問題のないことが確認された。 
本論文は、申請者が今後さらに設計・建築の現場で研鑽を積み、知見を蓄積し、社会に
貢献していく人材となるだろうことを期待させるものでもあった。本審査委員会は一致し
て本論文の独自の意義を認め、博士学位論文の水準に達していると判断した。 
 
＜試験または学力確認の結果の要旨＞ 
本論文の審査に関しては、６月 30 日（土）、創思館 302、13:30～15:00 に口頭試問、７
月 14 日（土）、創思館 403、12:30～14:30 に公聴会を開催した。各審査委員および公聴会
参加者より質問がなされたが、いずれの質問に対しても、申請者の回答は的確で誠実なも
のであった。とくに口頭試問でも指摘された、最後のまとめの部分において、本研究で調
査しわかったことをまとめきれていないことは申請者本人も自覚していたところであり、
今後の課題として受け止めた。本審査委員会は課題を残しつつも本論文が十分な水準に達
していることを認めた。 
 申請者は、本学学位規程第 18 条第 1 項該当者である。先端総合学術研究科は、査読付
き学術雑誌掲載論文相当の公刊された論文を 3本以上もつことを学位請求論文の受理条件
としている。受理審査委員会の審査により、本論文はその条件を満たすことが確認された。
これまでになされたことのない作業がここに集成された本論文は、博士論文の水準に十分
に達している。口頭試問と公聴会での報告および質疑に対する応答からも、博士学位にふ
さわしい学力を備えていることが確認された。 
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以上、論文審査・口頭試問、公聴会での結果を踏まえ、本論文が博士の学位に値するこ
とについて意見は一致した。本審査委員会は、本学位申請者に対し、本学学位規程第 18
条第 1 項にもとづいて、「博士（学術 立命館大学）」の学位を授与することが適当と判断
した。 
